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研究成果の概要（和文）：非営利組織経営におけるステークホルダー・マネジメント・モデルの構築を研究目的とし、
ステークホルダー・マネジメントと組織パフォーマンスとの関係の考察を試みた。
研究手法としては、ステークホルダー・マネジメントに関しては営利組織経営において発達したステークホルダー理論
を応用した独自の理論フレームワーク（ＳＭＣモデル）を用いた。パフォーマンスに関しては従来の非営利組織のパフ
ォーマンス測定方法に加え英国で発達している社会インパクトの応用も試みた。事例対象として、3つのＮＰＯ法人へ
の調査を行った。研究成果は3つの国際学会、2つの国内学会で発表した。

研究成果の概要（英文）：Stakeholders are the key management elements for non-profit organizations. 
However, until today, stakeholder theories have focused primarily on for-profit enterprises, whereas 
literature on stakeholder relationships from the perspective of non-profit organizations is scant. To 
resolve the limitation, this research aimed to build a stakeholder management model for nonprofit 
organizations. Especially, the research focused on relationships between stakeholder management 
capability in nonprofit organizations and their performance. For stakeholder management capability, the 
research used an original model (Stakeholder Management Capability Model) For performance the research 
explored to utilize multiple performance measurement methods such as SROI developed in the U.K. Three 
Japanese NPOs were selected for case studies. The outputs of the research were presented in three 
international academic conferences and two domestic conferences.

研究分野： 経営学

キーワード： 非営利組織経営　ステークホルダー・マネジメント　組織パフォーマンス　社会インパクト　ＮＰＯ
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
従来の非営利組織経営研究は、組織資源の

拡充と産業構造における競争優位性を焦点
としてきた。しかしながら、これだけでは非
営利組織に求められる経営課題を解決する
には不十分である。なぜなら、非営利組織は
社会的便益を創出することを目的としオー
プンな社会システム内に存在であることを
所与とするため、組織資源、産業構造を超え
た、広範な社会からその存在を認められ、正
当性を確保しなければならないからである。
このことは、非営利組織経営研究が、組織資
源と産業構造だけでなく、社会における多様
なネットワークにまでその理論的焦点を拡
大する必要性を示している。 
この拡大に有効と考えられるのが、非営利

組織における多様なステークホルダーの存
在である。非営利組織のステークホルダーは、
組織資源、産業構造、社会のすべての領域に
存在する。このことは、これらの多様なステ
ークホルダーとの関係構築の在り方の探求
が、非営利経営理論の焦点を社会領域にまで
拡大する可能性を示唆している。そこでは、
非営利組織の経営能力の向上に向けて、組織
はこれらの多様なステークホルダーにいか
に対応すべきか、そのためには、いかなる組
織能力を備える必要があるかを明らかにす
ることは、重要な意義を有すると考えられる。 
しかし、従来の非営利組織経営研究は、ス

テークホルダーの同定や対応方法の類型な
ど、技術的な経営ツールの開発に重点を置い
てきた。そのため、多様なステークホルダー
が非営利組織経営に与える意義を包括的に
検討した研究はほとんどない。つまり、ステ
ークホルダーに関する理論研究は、非営利組
織経営研究において未発達の領域である。 
他方、非営利組織経営においては、そのパ

フォーマンスをいかに評価し、向上させるか
が課題となってきた。非営利組織のミッショ
ンは評価の困難な社会的便益を対象にして
おり、利益指標のような単一の評価基準がな
い。そのため、組織パフォーマンスの評価は
困難を伴う。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は非営利組織経営におけるステー

クホルダーに関する理論研究を進めること、
その理論と組織パフォーマンスとの関係を
探究することを目的としている。具体的には
ステークホルダーにかかる組織のマネジメ
ント能力を可視化する独自モデルを用いて、
その能力が組織のパフォーマンスに及ぼす
影響について考察する。 
 
３．研究の方法 
 
【独自の理論モデルの開発】 
ステークホルダー・マネジメントを行うた

めに、組織が備えるべき組織能力として参考
になるのが、Freeman(1984)が営利組織向け
に開発した、ステークホルダー・マネジメン
トの組織能力のフレームワークである。  
Freeman のフレームワークを非営利組織に

応用する際には、能力の高低の把握を含め、
非営利組織に適合するモデルに転換する必
要がある。そこで本研究では、各要素のレベ
ルを設定することにより、Freeman によるス
テークホルダー・マネジメントの組織能力を、
組織能力を把握できるフレームワークに転
換する。 
転換にあたっては、更に次の 3点について

変更を加える。第 1に、要素を次元に言い換
える。このことにより、要素間の有機的な結
合を強調する。第 2に、合理的要素を、組織
を取り巻く多様なアクターをステークホル
ダーとして認識できる能力と読み替え、「ス
テークホルダーの対象範囲」とする。第3に、
プロセスの要素をステークホルダーの存在
を経営に取り込む能力と読み替え、「経営へ
のステークホルダーの組み込み」とする。本
研究では、Freeman(1984)によるステークホ
ルダー・マネジメントの組織能力フレームワ
ークを発展的に転換したこの独自モデルを、
「SMC モデル」と呼び、このモデルで示され
るステークホルダー・マネジメントの組織能
力を、SMC と呼ぶ(図 1)。 
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3 社会 多方向 戦略形成  
図 1: SMC モデル 
 
【非営利組織のパフォーマンス測定にかか
る各種手法の検討】 
これまで非営利組織のパフォーマンス測定
は困難であることが指摘されてきた。その主
たる理由は次の 2点である。第 1に、測定方
法の問題である。非営利組織のミッションの
達成度は定量的な測定が困難であることが
多い。また、取り組む課題は単一組織では解
決できず複数の組織やアクターが協働する
ケースが多い。そのような場合に当該組織の
貢献のみを切り出して評価することは困難
である。第 2に、誰に向けたパフォーマンス
測定か、という問題である。非営利組織には、
資金提供者、サービスの受益者、一般市民、
スタッフなどの多様なステークホルダーが
存在する。そのため、この多様なステークホ
ルダーのしばしば競合する要求に応えて、異
なる、そして複雑な、説明責任を果たすシス



テムを開発する必要があるのである(Costa 
et all, 2011)。すなわち、非営利組織のパ
フォーマンス測定は、主として何によって
（測定手法）、誰に対する（対象）の 2 側面
から困難さを抱えている。 
この課題克服を目指して、さまざまな評価
手法が開発されてきた。Cordely (2013)は、
それらの手法を次に述べる4つのアプローチ
で整理している。第 1 に、経済的/財務的の
効率性アプローチである。経済的効率性アプ
ローチは、非営利組織 に経済的な観点から
リターンを期待し、インパクトを測定するこ
とを求める。このようなアプローチには、
SROI, CBA などが含まれている。これらの手
法では、多様なステークホルダーを統合する
こと、そして長期的なインパクトを測定する
ことが求められる。 
 第 2 はプログラム理論アプローチである。
これは、ロジカルフレームワークなどを用い
て、いかに組織の介入が、アウトプット/ア
ウトカム/インパクトに連結しているかを分
析する。理想的には、ステークホルダーはプ
ログラムの成功についてのモデルについて
コンセンサスを構築し、成功指標についても
合意しておく必要がある。 
 第 3は、戦略的アプローチである。戦略的
アプローチにおいては、非営利組織は、その
戦略に従って、パフォーマンスを測定し、マ
ネジメントを行う。営利組織向けに Kaplan 
と Norton が開発したバランスト・スコアカ
ード(BSC)を、非営利組織向けにアレンジし
たもの（Niven:2008）がその例である。BSC
によって導かれたパフォーマンス測定にか
かる情報は、資金提供者向けに利用されるこ
ともあるが、非営利組織の意思決定を支援す
るために使われることもある。 
 第 4は、参加型アプローチである。参加型
アプローチは、無形のゴールに向かってパー
トナーシップを組むアドボカシーやネット
ワーク型の非営利組織が、しばしば利用する
手法である。具体的には、アウトカム・マッ
ピングなどを用いる。この参加型アプローチ
が戦略的あるいはプログラム理論アプロー
チと異なる点は、外部に説明責任を果たすた
めの手法というよりは、評価ツールであると
いう点である。 
このように、非営利組織経営においては、

さまざまなパフォーマンス測定の試みがな
されてきた。しかし、それらが内部学習また
は外部向けの説明責任を指向しているかど
うかにかかわらず、非営利組織のパフォーマ
ンス測定が、アウトプット、アウトカム、お
よびインパクトに焦点を当てる点は共通し
ている(Cordery, 2013)。 
 古川と北大路(2003)によれば、アウトプッ
トとは、予算や人員のインプット（投入）と
活動によって産出されるもの（サービスな
ど）であり、それらの間の評価判断基準は「効
率性」である。アウトカムとは中間成果であ
り、評価判断基準は目標に対する「効果」で

ある。インパクトは最終的成果であり、社会
経済的な問題の解決に一定の働きかけをし、
環境の変化をもたらすものである。アウトプ
ット、アウトカム、インパクトについて、社
会経済的問題、評価判断基準、組織目標との
関係を含む、非営利組織の業績評価モデルを
図 2で示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 2:非営利組織の業績評価モデル 
 
 
【事例研究】 
 本研究では、国内の NPO 法人 3 団体を対象
に組織のSMCが組織パフォーマンスに与える
影響の分析を試みた。 
 
【平成 26 年度】調査対象として、特定非営
利活動法人エティックを選定した。エティッ
クは、「次代を担う起業家型リーダーの排出
を通じて社会のイノベーションに貢献する」
ことをミッションとする。1993 年に設立され、
2000 年 3 月に法人化した。スタッフは 70 名
であり、うち専従 36 名、予算規模は年間約 5
億円である。(2013 年 12 月現在)。「意欲ある
若者たちを集め、その時代によって必要とさ
れる変革・創造の現場と繋げていく」ことを
目指し、「起業支援プログラム」、「地域イノ
ベーター養成プログラム」、「コミュニティ展
開」「震災復興リーダー支援プロジェクト」
といった多様なプログラムを展開している 
 
【平成 27 年度】調査対象として、NPO 法人 2
団体を対象に調査を行っている。NPO 法人 A
はクラシック音楽を中心に、公演事業とホー
ル周辺地域を中心としたコミュニティ事業
を軸に活動している。NPO 法人 B は地域の健
康づくりを目的にしている。 
対象とした3団体はいずれも高いパフォー

マンスとステークホルダー・マネジメントの
先進事例と考えられる。 
 

４．研究成果 
 
【理論的枠組みの考察】 
パフォーマンスとステークホルダー・マネ

ジメントの組織能力の関係を考察する枠組
みとして、戦略マネジメントにおけるステー
クホルダーの組み込みを検討した（図 3）。ス



テークホルダー理論は、最も有効な組織戦略
とは、その環境に最も適合する戦略であるこ
とを前提とする戦略マネジメント論との親
和性が高いからである(Freeman:1984)。 
戦略マネジメントとSMCの関係は次のよう

に整理できる。非営利組織における SMC は、
3つの次元、A: ステークホルダーの対象範囲、
B: ステークホルダーとの関係構築、C: ステ 
ークホルダーの経営への組み込み、を結合さ
せる能力である。非営利組織は、この 3つの
次元を結合させることにより、SMC を備える
ことができる。次元の結合は、戦略マネジメ
ントの各プロセスにこれらの次元を組み込
むことにより可能である。すなわち、環境と
組織分析においてステークホルダーを同定
し、ステークホルダー分析等により戦略の方
向を決め、戦略の形成を行う。そのステーク
ホルダーといかなる関係を構築することが
組織ミッションの達成に有効かを検討する。
そして、戦略の実行と統制において、ステー
クホルダーとの関係構築を行う。これにより
次元 A、B、Cは結合する。戦略マネジメント
における決定は、マネジメント・コントロー
ル、タスク・コントロールにカスケードされ
る。 
各次元のそれぞれのレベルは組織内部に

存在し、特定のステークホルダーに対するレ
ベルの最適な組み合わせは、戦略マネジメン
トの立案、実施過程において決定される。し
かし、特にレベル 3の強化により、組織はよ
り高い SMC を備えることができるであろう。
たとえば外部環境分析をする際に、社会領域
のステークホルダーを認識することは、次元 
A と C をレベル 3 において結合させることに
なる。さらに、社会領域におけるステークホ
ルダーとの多方向の関係を戦略マネジメン
トにおいて立案し、実行することは、次元 A、
B、Cをレベル 3において結合させることにな
る。 

 
図 3: SMC の次元の戦略マネジメントにおけ
る結合 
 
 
【事例研究の成果】 
研究成果としてエティックの事例を中心

に述べる。2015 年 3月にエティックのトップ
マネジメント層（事務局長）にインタビュー
調査を行った。主な質問項目は次のとおりで
ある。1) 組織にはいかなるステークホルダ

ーが存在するか、2) 各ステークホルダーと
組織はいかなる関係を構築しているか、3) 
組織の意思決定はいかに行われるか、5)組織
のパフォーマンスをどのように自己評価し
ているか。 
調査結果として、エティックのステークホ

ルダー・マネジメントの組織能力を次のよう
に分析した。エティックは社会領域を含む多
様なステークホルダーを認識しており、その
中には多方向の関係を構築しているステー
クホルダーも存在する。さらに、戦略形成レ
ベルにも複数のステークホルダーが存在す
る。つまり、SMC のレベル 3 にあたるステー
クホルダーが複数存在すると考えられた。注
目したいのが、A から C の次元のレベル 3 を
横に連結する仕組みである。同団体の理事は
すべての次元でレベル3であると考えられる。
すなわち、市民-地域コーディネーター-事業
部マネジャー-ディレクターズ-理事という
ステークホルダー間の情報の流れを通じて、
社会領域という広い範囲のステークホルダ
ーと、多方向な関係を構築し、そこで得られ
た情報や知見が戦略形成に影響を及ぼして
いることがわかった。組織のステークホルダ
ー・マネジメントの組織能力とは、A,B,C の
3 次元を連結させる能力であり、しかもレベ
ル 3同士が連結している点から、エティック
は高い SMC を有しているといえる。 
これまで非営利組織の戦略マネジメント

理論においては、主として環境分析にステー
クホルダー分析を用いることが論じられて
きた(たとえば Bryson,2004)。しかし、調査
結果は、ステークホルダー・マネジメントの
組織能力を高めることによって、戦略マネジ
メントの各プロセスにおいて、ステークホル
ダーの意見を取り込む仕組みが可能である
ことを示している。すなわち、広範なステー
クホルダーの知見を、環境分析のみならず、
戦略の方向性決定、戦略策定、そして実行の
各段階に取り込むことができるのである(図
4)。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
図 4:エティックの戦略策定におけるステ

ークホルダーの関与 
 
エティックのパフォーマンスを、年次報告

書、インタビュー調査から分析する。団体の
実績は、団体の年次報告書 (エティッ
ク:2014)によれば次のとおりである。起業家



型リーダーを育てるためのエコシステムづ
くりである地域プラットフォームは、2004 年
に開始された。スタート当初は全国 5地域で
あったが、現在は 62 地域に拡大している。
若者をイノベーションやチャレンジの事業
現場に送り込むマッチング事業でのコーデ
ィネート数は、1997 年は 76 人であったが、
2013 年までにのべ 4,097 人に拡大している。
さらに、2004 年から始まった「チャレンジ・
コミュニティ・プロジェクト」におけるエテ
ィックのノウハウ移転によるコーディネー
ト数は、2004 年の 125 人であったが、2013
年にはのべ 3,396 名となった。設立より 20
年間で延べ 7,000 人を数える人材と社会の
現場をつなげてきたという。これらの点から
組織におけるアウトプットは増大している
といえる 。 
アウトカムについては次のとおりである。

エティックのミッションは「次代を担う起業
家型リーダーの排出を通じて社会のイノベ
ーションに貢献する」である。次世代を担う
起業型リーダーの輩出」をアウトプットと解
釈すれば、「インキュベーションプログラム」
における社会起業家数は、2002 年は 5名であ
ったが、2013 年までに延べ 327 名となった。
この点から、組織目標に対するアウトプット
は増大している。 
 インパクトについては次のとおりである。
インタビュー調査結果より、団体が影響を与
える対象と地理的範囲は拡大しており、政府
施策に与える影響も強まっている。これらの
点から「社会にイノベーションを起こす」と
いうミッションに照らして、エティックのイ
ンパクトは増大していると考えられる。 
 以上より、エティックのパフォーマンスは、
あくまでも組織自身の経年比較ではあるが、
上昇している、といえる。 
エティックは社会領域を含む多様なステ

ークホルダーを認識しており、その中には多
方向の関係を構築しているステークホルダ
ーも存在する。戦略形成レベルにも複数のス
テークホルダーが存在する。つまり、SMC の
レベル3にあたるステークホルダーが複数存
在する。組織のステークホルダー・マネジメ
ントの組織能力とは、A,B,C の 3 次元を連結
させる能力である。エティックはレベル 3の
ステークホルダーを通じてこれらの次元を
連結している点から、高いステークホルダ
ー・マネジメントの組織能力を有していると
いえる。エティックでは、SMC の各要素のレ
ベル3のステークホルダーが戦略策定の各プ
ロセスに関与している。このことは、エティ
ックがその高いステークホルダー・マネジメ
ントの組織能力を活用して戦略マネジメン
トの各プロセスにおいてステークホルダー
を組み込む仕組みを有していることを示し
ている。組織戦略は高い組織パフォーマンス
をもたらすことを目途とし、エティックの組
織パフォーマンスは、（組織自身の経年比較
ではあるが）高まっている。これより、組織

のステークホルダー・マネジメントの組織能
力の高さは、組織パフォーマンスを高めるこ
とに寄与すると考えられる。 
研究成果のまとめとしては次のとおりで

ある。本研究は非営利組織経営におけるステ
ークホルダー・マネジメント・モデルの構築
を研究目的とし、ステークホルダー・マネジ
メントと組織パフォーマンスとの関係の考
察を試みた。研究手法としては、ステークホ
ルダー・マネジメントに関しては営利組織経
営において発達したステークホルダー理論
を応用した独自の理論フレームワーク（ＳＭ
Ｃモデル）を用いた。パフォーマンスに関し
ては、戦略マネジメント従来の非営利組織の
パフォーマンス測定方法に加え英国で発達
している社会インパクトの応用も検討した。  
事例対象として、3 つの NPO 法人への調査

を行っている。調査が進んでいる 1事例では
SMC と組織パフォーマンスの間に戦略マネジ
メントを通じたポジティブな関係性が認め
られることが示唆されている。 
研究成果は 3 つの国際学会、2 つの国内の

学会で発表した。また、研究によって深めた
非営利組織経営の知見については、共著『非
営利法人経営論』に示している。 
今後は 2事例の調査・分析を継続して行っ

ていく。そしてステークホルダーにかかる組
織のマネジメント能力が組織のパフォーマ
ンスに及ぼす影響について更に明らかにし
ていきたい。 
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